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介護保険住宅改修について 

介護保険の住宅改修は、介護認定を受けている人が自宅での生活を維持、ある

いは向上させるために行うものです。したがって市役所が本人にとって有効な改

修であるか事前に審査し、許可した工事でなければ保険が給付されません。 

また、いくつかの書類を作成していただく必要があります。この手引きをご覧い

ただき、ケアマネジャーと協力して、よりよい改修がスムーズにできるようご活用

ください。 

 

 

対象となる住宅改修の種類 

１  手すりの取付け 

   廊下、便所、浴室、玄関、玄関から道路までの通路等に転倒予防もしくは移動

または移乗動作に資することを目的として設置するものです。手すりの形状は、

二段式、縦付け、横付け等適切なものとします。 

 

 

２  段差の解消 

   居室、廊下、便所、浴室、玄関等の各室間の床の段差及び玄関から道路までの

通路等の段差または傾斜を解消するための住宅改修をいい、具体的には、敷居

を低くする（取る）工事、スロープを設置する工事、浴室の床のかさ上げ等が想

定されます。 

   ただし、昇降機、リフト、段差解消機など、動力により段差を解消する機器を設

置する工事は対象となりません。 

   また、スロープの設置に伴う、転落や脱輪防止を目的とする柵や立ち上がりの

設置も含まれます。 

 

 

３  滑り防止及び移動の円滑化等のための床又は通路面の材料の変更 

   居室においては畳敷きから板製床材やビニル系床材等への変更、浴室におい

ては床材の滑りにくいものへの変更、通路面においては滑りにくい舗装材への

変更等が想定されます。 

 

 

 



2 

 

4  引き戸等への扉の取替え 

   開き戸を引き戸、折り戸、アコーディオンカーテン等に取り替えるといった扉

全体の取替えのほか、扉の撤去、ドアノブの変更、戸車の設置等も含まれます。 

 

 

5  洋式便器等への便器の取替え 

   和式便器を洋式便器に取り替えや、既存の便器の位置や向きの変更が想定さ

れます。 

また、和式便器から、暖房便座、洗浄機能が付加されている洋式便器への取替

えは含まれますが、すでに洋式便器である場合のこれらの機能等への付加は含

まれません。 

さらに、非水洗和式便器から水洗式洋式便器または簡易水洗洋式便器に取替

える場合は、水洗化または簡易水洗化の部分は含まれず、その費用相当額は、保

険給付の対象外となります。 

 

 

6  その他1～5の住宅改修に付帯して必要となる住宅改修 

 

① 手すりの取付け 

手すりの取付けのための壁の下地補強 

 

② 段差の解消 

浴室の床段差解消（浴室の床のかさ上げ）に伴う給排水設備工事、スロー

プの設置に伴う転落や脱輪防止を目的とする柵や立ち上がりの設置 

 

③ 床または通路面の材料の変更 

床材の変更のための下地の補強や根太の補強または通路面の材料の変更

のための路盤整備 

 

④ 扉の取替え 

扉の取替えに伴う壁または柱の改修工事 

 

⑤ 便器の取替え 

便器の取替えに伴う給排水工事（水洗化または簡易水洗化に係るものを除

く）、便器の取替えに伴う床材の変更 
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介護保険住宅改修費支給の流れ 

介護保険を利用しての住宅改修費の支給については、以下の要件すべてに合致

している必要があります。工事着工後の申請、事前承認前に着工した場合の工事

は、保険給付対象外となりますので十分ご注意ください。 

 

保険給付上の前提条件 

１  被保険者証に記載のある住所の家屋に対する住宅改修であること。 

２  厚生労働大臣が定める住宅改修の種類の改修であること。 

３  被保険者本人の心身の状態や、家屋の状況等から総合的に判断し、自立した

日常生活を送るのに必要な改修であると認められること。 

４  在宅で生活されていること。 

（入院・入所中で在宅復帰見込みがある場合、償還払い扱い） 

５  要介護認定を受け、有効期間内であること。 

 

住宅改修のおおまかな流れ       （受領委任払／償還払） 

 

事前申請確認依頼書 

 

工事着工承認 

 

工事着工 

 

支給申請書 

 

保険給付の決定通知書の送付 

 

 

（提出に必要な書類） 

・事前申請確認依頼書（受領委任払様式・償還払様式） 

・住宅改修が必要な理由書  ・見積書（内訳書） 

・着工前写真  ・施工計画図 

・承諾書（所有者が本人以外の場合） 

＊承認前に工事に着工した場合、保険 

給付対象外となります。 

（提出に必要な書類） 

・支給申請書（受領委任払様式・償還払様式） 

・領収証原本  ・請求書（内訳書） 

・着工後写真 

手
順
１ 
手
順
２ 

手
順
３ 

手
順
４ 
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施工設計図の手引き 

施工設計図を作成する前に 

施工計画図作成者は、計画図作成前までに、必ず被保険者本人(以下「本人」と

省略)と理由書の作成者と三者で動作確認をしてください。住宅改修の必要な理

由書は担当のケアマネジャーが作成します。担当ケアマネジャーがいない場合は、

担当地区の地域包括支援センターまたは福祉住環境コーディネーター2級以上が

作成します。 

三者が揃って動作確認を行い、住宅改修の必要な場所や工事の内容について共

通認識を持つことが住宅改修の申請、工事着工をスムーズに進める最善で最短の

方法になります。 

単に改修場所を目視するだけでは、本人の移動状況の具体的に困難な状況が十

分把握できず、本人に適した改修につながりません。 

本人の実際の動作の状況から困り事や改善点を把握してください。動作をして

もらうことで改善点等が見えてきます。その上で安全で容易な移動方法を検討し

てください。 

 

 

 

 

施工設計図作成上の注意点 

１  改修内容がわかる適切な大きさで施工計画図を記入してください。 

２  改修後イメージでの施工計画図だけでは煩雑になり分かりにくい場合は、『改

修前』と『改修後』に分け図面を作成してください。 

３  改修場所がトイレのみなど１室の場合は、改修場所のみの作成で可です。 

４  複数の場所を改修する場合は、動線が確認できるように被保険者本人の居室

（寝室）と目的地（玄関ポーチ、リビングなど）が分かるように記入してくださ

い。 

５  階段や２階の改修場所がある場合は、１階、２階両方の図面を作成、２階の目

的地を記入してください。 
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施工図の具体例 

1 手すりの取り付け 

・ 手すりの取り付けでは、「手すりの形状」「手すりの長さ（エンドブラケットを含まな

い）」「取り付けの高さ」等を記入する。 

・ Ｌ型手すりを使用する場合は、「縦」や「横」の長さが判るように表示する。 

・ 手すりの補強板等を使用する場合はそのことを記入する。 

・ 扉等の開閉を安全に行う為に手すりを取付ける場合は、扉等の開閉方向を記入

する。 

・手すりの直径（Φ）を記入する。 

・長い手すりなどの場合は、必要な中間ブラケットの数を記入する。 

（各メーカーの指示に従って中間ブラケットを取り付けてください） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①縦手すり    L（長さ）＝600mm   H（高さ）＝750 ㎜ 35Φ 

②横手すり    L（長さ）＝2000mm  H（高さ）＝600 ㎜ 35Φ 補強板 

中間ブラケット２箇所 

玄関上がり框に横＋L 型手すりを設置 

L=横1500＋縦780×横1000 

横手すり H＝廊下より800 

L型手すりH=玄関土間より800 

 

※平面図で内容がわかれば 

展開図は必要ありません。 

高さ、形状が平面図で表現 

しにくい箇所は、展開図を 

描いてください。 

 

廊下に取り付ける水平手すりの

床からの高さは、使用者の大腿骨

大転子に合わせることを原則と

する。通常 750ｍｍ～800ｍｍ。 
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手すりの種類（ハンドレールとグラブバー） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

便器と手すりの位置関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上り框昇降のための手すり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

手すりの壁下地補強位置 
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手すりの端部の形状 

 

 

 

 

 

屋外階段と手すり設置例 

 

 

 

 

 

 

 

 

階段手すり設置例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

750 

750 

400 

750 

まず 1階での生活に変更する

ことを考え、それができない

場合は、どうしても 2 階に行

かなければならない理由を

理由書に記載してください。 

上り口下り口には、安全のため床と

並行の横手すりを設置します。 

廊下と同じ手すり高さを、段鼻から

測ります。 

手すりの端部は壁面に曲げ込まれた

形状にしてください。 

片側に設置する場合は通常、下りる

ときの利き手側に設置します。 

手すりがあれば階段昇降が安全に行

えるか、主治医や理学療法士の意見

をもらい検討してください。危険と

思われる場合は、認められません。 
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2 段差の解消 

★ すべての改修前の平面図 

改修前の平面図に床等の高さが変わらない所を「基準点 土０」と表現して、改

修箇所の現在の「床等のレベル（高さ）」を記入する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 踏み台の設置 

踏み台を設置する場合は、踏み台の「幅」「奥行き」「高さ」、踏み台を設置する場

所の「広さ」や「段差」を記入する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※平面図で内容がわかれば展開図は必

要ありません。 

高さ、形状が平面図で表現しにくい

箇所は、展開図を描いてください。 
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式台の寸法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 敷居の撤去・床の嵩上げ等 

・ 敷居の撤去は、改修前と改修後の違いがわかるよう施工図に記入してくださ

い。 

・ 床嵩上げは、改修前と改修後の床の広さ、改修前と改修後の「基準点からのレベ

ル（高さ）」を記入する。 
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③ 浴槽の取替え 

・改修前と改修後両方の平面図に、「浴室の内法」「浴槽の寸法」を記入する。 

・改修前と改修後では「洗い場床の高さ」が変わらない場合は、洗い場床を「基準点 

土０」と表現して、改修前と改修後両方の「洗い場床から浴槽のふちまでの高さ」

と「浴槽の深さ」を記入する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       浴槽と洗い場の差 15ｃｍ         浴槽と洗い場の差 5ｃｍ 

 

 

浴槽縁高さ、エプロン部分の厚みへの配慮 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



11 

 

④ スロープの設置 

・スロープを設置する場合は、スロープの「幅」「長さ」「高さ」「勾配」、設置する場所 

の「広さ」を記入する。 

・玄関アプローチや屋内外などで、路面に高低差がある場合にあっては、スロー 

プの勾配は１２分の１～15分の1（自走用車いすで独力での昇降の場合は、さら

に緩やかな勾配が望ましい。） 

・ 表面の仕上げは、滑りにくいものとする。 

・ 必要に応じて傾斜路（スロープ）の縁端部に５cm 程度の立ち上がりを設置す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

スロープの勾配 

 

 

 

 

 

 

 

 

すりつけ板の設置                 すりつけ板の端部の仕上げ 
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3 滑りの防止及び移動の円滑化等のための床または通路面の材料の変更 

・ 床材の変更等には変更する場所の「広さ（面積）」・「床レベル」を記入する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4 引き戸等への扉の取替え 

・ 開き戸から引き戸等への変更は、改修前と改修後の有効開口寸法（扉を開いた

状態で人が通れる巾）を記入する。折れ戸の場合はたたみしろ、引き戸の場合は

引き残しを省いた部分が有効開口寸法になる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 浴槽・扉・床材入替え変更の場合は、商品パンフレット（標準価格のわかるもの）を添付 

してください。 
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5 洋式便器等への便器の取替え 

・ 改修前・改修後のトイレの「内法」「床レベル」を記入する。 

・ 改修後の「便座の高さ」を記入する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

その他注意点 

1 来庁前にご予約ください 
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その他注意点 

1 受領委任払いと償還払いについて 

① 支払方法 

支払 

方法 
語句説明 注意点 

 

 

 

 受 

 領 

 委 

 任 

 払 

 い 

介護保険負担割合証に記載 

のある割合で保険給付対象工 

事（上限20 万円以内）の自己 

負担額を支払い、施工業者は残 

りの給付額を保険者より支払 

われる方法。 

 

あらかじめ市に登録した受領委任払制

度を取扱うことのできる登録業者から

住宅改修してもらう必要があります。 

（取扱事業者登録名簿参照） 

介護認定中の場合 

介護認定において新規認定中、区

分変更中の際は、利用者の介護度が

確定していないため、償還払いでの

取扱いとなります。 

入院・施設入所中の場合 

在宅サービスでの保険給付のた

め、入院中・入所中は償還払いとなり

ます。 

保険料滞納者 

保険料滞納者については、償還払

い等での取扱いとなります。 

 

 償 

 還 

 払 

 い 

保険給付対象工事（上限20 

万円以内）を一旦全額を利用者 

が支払い、保険給付分を介護保 

険負担割合証に記載のある割 

合を差し引き残りを保険者よ 

り支払われる方法。 

介護認定中の場合 

申請は可能ですが、認定結果が「非該

当」の場合、利用者の全額自己負担とな

ります。 

入院・施設入所中の場合 

退院・退所見込みがなくなった場合、 

保険給付対象外となります。 

 

② 申請書様式について 

ア 上記①の支払方法の違いによって、申請書様式が異なります。 

イ 上記①の注意点該当者によって申請書様式が異なります。 
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2 写真撮影について 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 手すりの設置 

改修前の写真について 

手すりの設置等は設置予定箇所へマスキングテープ等貼用し撮影するか、既存

写真上に直接書き込むか、ペイントしてください。 

 

改修後の写真について 

ア 設置場所や取付け高さが確認できること。 

（事前承認申請で提出された同条件での撮影に努めて下さい。） 

イ 取付け金具を含む手すり全体が写っていること。 

ウ 脱着や跳ね上げ手すりはその形状が確認できること。 

エ 長い手すりの場合は中間ブラケットの位置が確認できること。 

（中間ブラケットの取り付けは各メーカーの指示に従うこと） 

 

 

② 段差解消の工事 

ア 踏み台設置の場合は踏み台全体が写っていること。 

イ 固定箇所が確認できること。 

 

 

 

ウ 施工後段差が残る場合は、段差の状況がわかるメジャー写真を添付すること。 

エ スロープ設置の場合は、スロープ全体と上り口アップが写っていること。 

 

 

③  床材変更 

改修する床全体と出入り口アップ写真で状況が分かるよう撮影してください。 

ア  写真には撮影日をいれてください。 

イ  写真はA４用紙に2～４枚程度で提出してください。 

ウ  写真の一方向を縮めたり引き伸ばさないでください。 

エ  全体が見える写真と部分のアップ写真の両方を撮影してください。 

オ  同じアングルから撮影し、工事前後の比較がしやすいようにしてください。 

 共通事項 

＊固定していない場合は、保険給付の対象外となります。 

＊内部固定を行った場合は施工過程の固定処理が確認できる写真を添付 
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④  引き戸へ取替え 

 開き戸の開いた状態と閉じた状態の扉全体が写るように撮影してください。 

 引き戸に変更したときの扉の開閉方向がわかるようにしてください。 

 

⑤  洋式便器への取替え 

かぶせ便座を使用している場合は、かぶせ便座を外した状態で撮影してくださ

い。 

洋式便器への取替えと同時にトイレ内の嵩上げ・嵩下げ、トイレ出入口の敷居撤

去を行う場合は、便器の写真とは別にトイレ出入口のアップ写真も添付してくださ

い。 

 

（パンフレットの添付について） 

ア 床材、扉、浴槽の取替えには、商品のメーカー名・品番・品名・標準価格の記 

載があるパンフレットの写しを添付してください。 

イ パンフレットに複数品番等がある場合は、商品が特定できるように丸印等を付

けてください。 

上記項目以外でも、審査上必要とした場合は、パンフレットの写しの提出を求め

ることがあります。 
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3 住宅整備補助を上乗せ利用する介護保険住宅改修について 

住宅整備補助を上乗せ利用する介護保険住宅改修の事前申請をした場合、概ね

1週間～10日前後で住宅整備補助の決定通知が届いた後、着工してください。 

申請者（申請代行者）と長寿福祉課担当者で住宅整備補助と住宅改修の振り分

けを行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4 工事内容を変更した場合 

①  理由書作成者へ連絡し、理由書作成者が変更後の安全性を確認してください。

また、施工前に長寿福祉課へ連絡してください。 

② 変更が生じた場合は、下記ア～ウを提出してください。 

 

 

 

 

※連絡なく変更した場合、給付できなくなる可能性があります。 

ア  変更した理由書 

イ  事前申請で提出した図面に変更内容を赤で記入した図面 

ウ  改修金額に変更がある場合は変更後の内訳書 
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5 申請書記入例 
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※様式は任意です。 



21 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



22 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



23 

 

6 理由書の作成について 

住宅改修における事前承認申請にかかる理由書作成はケアマネジャーや福祉住

環境コーディネーター2級以上が記載することとなっており、まず利用者の担当ケ

アマネジャーへご相談ください。 

要介護認定結果が出ているが、サービス未利用で担当ケアマネジャーがおらず

理由書を作成する者がいない等の場合は、各地区の地域包括支援センターもしく

は工事業者に居る福祉住環境コーディネーター2級以上に依頼する等、事前に調

整を行ってください。 

 理由書は、実際どこで転倒した等具体的理由を記載してください。例えば、手す

り設置についてどの方も同じ理由、目的が記載されているのではなく、個別性が

出るように記載してください。 

 改修後、使用したときの動き方がわかるようにしてください。例えば、複数箇所

手すりを設置する場合、1本1本の手すりの使い方がわかるようにしてください。 

 ここでは、社団法人 シルバーサービス振興会の『住宅改修が必要な理由書』作

成の手引きをご紹介します。 
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7 見積書の作成について 

  見積書は次のことに注意して作成してください。 

  詳細が確認できない場合は、再度見積書の提出を求めることがあります。 

① 改修の種類、箇所ごとに商品名、単価、数量等を区分して記載してください。 

② 材料費、工賃、諸経費を区分して記載してください。 

③ 介護保険給付対象外の工事が含まれている場合、保険給付の対象となる部分

が抽出され明示されていること。対象範囲を明示することが困難な項目につい

ては、適切な方法で対象範囲を按分し、その根拠を明示してください。 

④ 1つの部材を切って数か所に使用する場合は、箇所ごとに使用量の記載を行い、

複数箇所で使用する旨を記載してください。 

⑤ 見積書の宛名は被保険者本人としてください。 

ここでは、公益財団法人 住宅リフォーム・紛争処理センターの「介護保険におけ

る住宅改修 実務解説」から内訳書参考書式をご紹介します。 
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8 領収書記入例 

領収書は次のことに注意して作成、提出してください。 

1 必ず被保険者負担割合（工事後の領収する日）を確認し、領収書の作成をお願

いします。 

2 領収書原本を持参ください。コピーを取った後、原本はご返却いたします。 

 

 

償還払いの場合 

１ 工事内訳書合計２５０，０００円（支給限度額２００，０００円の場合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

受領委任払いの場合 

１ 工事内訳書合計145,333円（支給限度額２００，０００円の場合） 

（被保険者負担１割の場合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



43 

 

（被保険者負担２割の場合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（被保険者負担3割の場合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 工事内訳書合計230,000円（支給限度額170,000円の場合） 

（被保険者負担１割の場合） 
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（被保険者負担２割の場合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（被保険者負担3割の場合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※本人負担額の計算方法 

対象金額 × 9割～7割 ＝ 保険給付額（円未満切捨て） 

対象金額 － 保険給付額 ＝ 本人負担額 


